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 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

政府は、保育分野における人材不足を解消するため、職員の配置状況や勤続

年数に応じて給与加算を進めており、経済対策として本年２月以降、保育士等

の収入を３％程度引き上げる処遇改善を行い、現在もこの処遇改善と同様に保

育士等の賃金の算定基準である公定価格について加算等を行っている。 

しかしながら、保育士は他産業と比べて低賃金であることや、保育現場にお

ける人員の配置が少なく業務内容が多忙であることなどから、なり手不足や、

これを要因とする待機児童問題が解消されず、一人ひとりの子供に応じた質の

高い保育を満足に行えない中、給与面等の処遇が恵まれる都市部に人材が流出

し、地方における保育人材の確保は厳しさを増している。 

こうした中、児童虐待の相談対応件数が増加傾向にあるなど、子育てに困難

を抱える世帯が顕在化している状況等を踏まえて、本年６月に児童福祉法が改

正され、市町村に対し保育所等へ相談機関を整備することが示されるなど、保

育施設や保育士等が身近な子育て支援の場として新たに位置づけられ、さらに

保育人材の確保が重要となっている。 

 よって、本県議会は、国会及び政府において、子供たちがより豊かに育って

いける社会を実現するため、保育士等の給与や職員配置基準の見直しを進め、

勤務環境の向上に取り組み職業としての魅力を高めるとともに、保育所等の新

たな役割や地方の実情を踏まえた支援を拡充するなど、保育人材の確保に向け

た処遇改善等の一層の充実を図るよう強く要請する。 

あ て 


